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豪州準備銀行は利下げと国債買い入れ増額を公表
 RBAは政策金利と豪3年国債利回りの誘導目標を0.25％から0.1％へ引き下げ。
 今後6カ月間で合計1,000億豪ドル(対GDP比5％相当)の豪州5～10年国債等を新たに買い入れる方針。
 RBAの量的緩和策は主要国中銀の量的緩和の規模に近づく。資産価格の押し上げ効果にも注目。
 RBAは最新経済見通しで、2021年4～６月期の実質GDP成長率を前年比+6％近辺に上方修正。

（審査確認番号 2020 – ＴＢ271）

RBAは利下げと国債買い入れの増額を公表
豪州準備銀行（RBA）は11月3日の理事会におい

て、0.15％の利下げと国債買い入れ増額を含む追
加の金融緩和策を公表しました（図表１）。
金利政策として、RBAは政策金利と3年国債利回

りの誘導目標を0.25％から0.1％へ引き下げること
を決定しました（次頁図表３）。また、新たな量的
緩和策として、RBAは今後6ヵ月間で合計1,000億
豪ドル(約7.4兆円*、対GDP(国内総生産)比5％相
当)の豪州国債および州政府債(5～10年債)を買い入
れる方針を示しました。
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図表１：豪州準備銀行（RBA）の追加金融緩和の概要

RBAは2021年に向けて豪州景気の回復を予想
RBAは今回の金融緩和策の目的として、雇用創出
と豪州経済の回復を支援することを第一に挙げてい
ます。
RBAの最新経済見通しでは、豪州の実質GDP成

長率は2021年4～6月期に前年比+6％近辺まで回
復することが予想されています（8月時点予想の同
+4％から上方修正）。

量的緩和策による資産価格の行方に注目集まる
2020年初来のRBAの量的緩和策は、対GDP比で

6％台と日米欧の中銀と比較して低い水準となって
いました。今回公表された政策により、RBAの総資
産は1,000億豪ドル（対GDP比5％）程度拡大する
ことから、日米欧の量的緩和の規模に近づいていく
ものと考えられます(図表２)。
RBAは国債買い入れ策の景気への波及経路として、

国債金利低下により利回りを追求する投資家の投資
資金が不動産市場や株式市場へ流入することによる
資産価格の押し上げ効果に言及しました。足元では
コロナ規制緩和や政府予算案を受けて豪州の住宅価
格や株価に持ち直しの兆しが広がりつつあります。
量的緩和策は今後の資産価格の上昇を後押しするも
のとみられます。（次頁図表４）。

図表２：主要国中銀の総資産の変化（2020年初来）

（*）換算レート：1豪ドル＝74円

 政策金利を現行の0.25％から0.1％へ引き下げ。
 少なくとも今後3年間は利上げを行わない方針。
 3年国債利回りの誘導目標を現行の0.25％から
0.1％近辺へ引き下げ。

 ターム・ファンディング・ファシリティ（TFF）
を通じて、民間金融機関がRBAより新規で資金調
達する金利を現行の0.25％から0.1％へ引き下げ。
現時点で民間金融機関はTFFから830億豪ドル調達
しており、TFFの残りの枠は1,040億豪ドル。

 今後6ヵ月間で豪州国債および州政府債（5～10年
債）を合計1,000億豪ドル買い入れる。

（出所）豪州準備銀行（RBA）
（注）2020年11月3日の政策決定。

（出所）各国中央銀行・統計局
（期間）2020年初～10月末（週次）
（注）日本は10日ごと
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図表３：豪州準備銀行の政策金利と豪州国債利回り（3年・10年）の推移
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（出所）ブルームバーグ
（期間）2020年1月1日～11月3日（日次）

図表４：2020年初来の豪州の住宅価格と株価の推移
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（出所）コアロジック、ブルームバーグ
（期間）2020年1月2日～11月3日（住宅価格は11月2日）（日次）
（注）主要5都市はシドニー、メルボルン、ブリスベン、アデレード、パース。
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